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かわら版をご覧の皆様こんにちは。日差しが温かく春を感じる季節となりました。 
今回は「令和 6 年度税制改正大綱」より中小企業に関係する改正内容の一部についてご紹介いたしま

す。 

令和 6 年度税制改正大綱 

  販売促進手段が限られる中小法人にとって交際費等は事業活動に不可欠な経費であることか

ら、定額控除限度額（800 万円）までの全額を損金算入できる特例措置がとられています。この

特例措置が 3年間延長されます。 

  加えて、交際費等から除外される飲食費に係る基準（1 人あたり 5,000 円以下）が 1 万円に引

き上げられます。この取扱いについては、令和 6 年 4月 1 日以後に支出する飲食費等から適用さ

れます。 

 

     

 
           

  中小企業者等が 30 万円未満の減価償却資産を取得した場合、合計 300 万円までを限度に即時

償却（全額損金算入）できる制度が 2年間延長されます。 

 
  

    
    

（出典：経済産業省「令和 6 年度 経済産業関係 税制改正について」(令和 5 年 12 月)） 


